
何かと話題になっている環境ホル

モン。ただ、どれくらい有害な物なの

かという実体はあまり知られていませ

ん。

環境ホルモンの一種であるダイオ

キシンは「人類が生んだ史上最強の毒

物」ともいわれ、大気、土壌、魚類を

はじめとする動植物など、私たちの生

活に深く入り込んでいます。もっとも

強力なものでは、わずか1gで約1万人

の致死量に相当すると言われ、これは

青酸カリの 1,000 倍以上、そしてかの

サリンの 2 倍の毒性に相当します。

ダイオキシン発生の仕組み

有害化学物質の発生には、化学製

品のライフサイクルが大きく関係して

います。ガソリンやプラスチックなど

の化学製品は、製造から使用、廃棄さ

れる過程でさまざまな化学物質を環境

中に排出し、動植物へと取り込まれて

いきます。

ダイオキシンは、塩素系物質の焼

却によって発生し、空気中や土の中に

【化学物質の野生動物への影響】

溶け出した後、川を伝って海へと流れ

ます。これをプランクトンが食べ、更

に小さな魚から大きな魚へと自然界の

食物連鎖が働きます。ダイオキシン

は、一度体内に取り込まれるとなかな

か体外に出ないという性質を持ってお

り、食物連鎖の上位の動物に行くほど

濃縮されていきます。つまり、最終的

な捕食者である人間が一番多くダイオ

キシンを体内に取込むことになるので

す。

これほど危険な物であるにもかか

わらず、大多数の人にとってダイオキ

シンが原因で不具合があるという実感

がありません。しかし、実は気づいて

いないと言うのが現状で、癌などの病

気との因果関係が徐々に解明されてき

ています。

出典：環境庁「外因性内分泌攪乱化学物質問題に関する研究班中間報告書」



非意図的に合成される化学物質

わが国では、化学物質を管理する

ため、「環境保全」「化学物質管理」な

どに関する法律が制定されており、自

治体でも規制や指導を行っています

が、環境中への排出実態を把握するこ

とは非常に困難で

す。化学物質の種

類と量はあまりに

も多く、また製品

として作られたも

の以外に焼却灰な

ど 副 産 物 と し て

「非意図的」に合成

されたダイオキシ

ンなどの物質が存

在するからです。

そこで、「PRTR」という制度に期待

がよせられています。（P R TR :ピー

アールティーアール /Pollutant Release

and Transfer Resister/環境汚染物質排出

移動登録）

環境リスク低減の新しい考え

「PRTR」

PRTRとは、有害性のある化学物質

が大気や土壌・水域など環境中へどの

程度排出されているか、もしくは廃棄

物に含まれて移動しているかを排出

量・移動量として把握する制度。人の

健康や自然環境に対して害を及ぼす恐

れのある354種類の有害化学物質を国

が指定し、これら指定化学物質を一定

量以上取り扱う事業者に排出量・移動

量の届け出を義務付けるものです。

都道府県等を窓口に集められた

データは国が公表し、各地域でのニー

ズに応じた集計結果が NGO など市民

に公開されることになります。

米国では自主規制の効果

PRTR と同様の米国の制度、「TRI

（Toxic Substance Release Inventory:有害

化学物質排出目録）」では、対象事業者

に化学物質の排出量を地域住民に対し

て公表することを義務付けています。

そこで事業者は、地域住民とのトラブ

ルを避けるため、化学物質の排出に関

して自主規制を行うようになり、その

結果多くの化学物質の排出が抑制され

るようになったのです。

日本でも取組みを開始

1992 年の地球サミットで提言され

た PRTR は、OECD（経済協力開発機

構）の勧告を受けて、環境庁が1997年

より PRTR のパイロット事業を開始。

（社）経済団体連合会も、産業界に対す

る独自の PRTR調査を行いました。こ

の調査結果が土台となって環境庁およ

び通産省により法制化が図られ、1999

年 7 月に「PRTR 法（化学物質管理促

進法）」が交付。2002 年から全国的に

実施されることになり、対象は10万事

業所とも言われています。

【PRTR の情報の流れ】

【事業所から排出される主な化学物質】

出典：環境庁／通商産業省「PRTR 法ができました」

【各国の PRTR 制度】

出典：環境庁



行うべきはリスクコミュニ

ケーション

PRTRにより情報開示が始まると多

くの事業者は国民の監視下に置かれる

状態となります。情報の解釈は人それ

ぞれであり、情報の独り歩きがトラブ

ルを起こすこともあるでしょう。

そこで、事業者は化学物質のリス

クについて地域住民との対話を図る

「リスクコミュニケーション」に力を

入れる必要があります。これは、化学

物質の排出量や毒性などの情報だけで

なく、与える影響や施設のメリットな

どについて情報公開し、対話を深め、

理解を得るための新しい枠組みです。

例えば、ある事業者が化学物質を

廃棄処理する際に、事業者側の一方的

な安全宣言だけでは信憑性が低く、訴

訟問題にまで発展する可能性もありま

す。それを防ぐには、地域住民に対し

て説明会を開き、廃棄処理の必要性と

安全性を充分に説明したうえで、行政

と住民の同意を得て実行することが必

要なのです。

PRTRは直接事業者に環境負荷軽減

を求める制度ではありません。ポイン

トは事業者、行政、市民が情報を共有

して共通のテーブルで対話することに

あります。そして、リスクと利益両方

の情報を開示し、地域とのバランスが

とれる点を共有し相互理解をはかる過

程で信頼関係を醸成していく「リスク

コミュニケーション」を実現すること

が、これまでの規制との大きな違いで

す。そして、これら過程が事業者の自

発的な環境リスク低減努力への動機づ

けになるのです。

企業存続をかける事業者

もはや事業者にとって環境リスク

対策はポーズでは済まされません。

米国では、1980年の「スーパーファ

ンド法」制定後、土壌・地下水汚染を

発生させた企業責任を厳しく追及する

動きが高まりました。環境汚染をもた

らした企業は、損害賠償など多額の費

用負担を求められます。これらリスク

を未然に防ぐため、工場の設計段階か

ら汚染を排出しない設備にするよう、

細心の注意を払っています。

逆に、環境リスクを無視した企業

は、金融機関からの融資拒否など、経

営に直接影響する問題も起こっていま

す。もし銀行がそのような企業に融資

を行った場合、その銀行までもが賠償

責任を問われる可能性があるからで

す。

国内でも、金融機関が環境リスク

を与信判断に盛り込む動きが出てきて

います。また、環境問題に積極的に取

組む企業を対象とした投資信託「エコ

ファンド」も人気商品になるなど投資

家の関心も集まっています。

環境リスクを抱える事業者の実態

が行政や市民などにガラス張りにされ

る中、企業存続の条件として環境リス

クへの対応が求められているのです。

【PRTR 対象事業者】

出典：日経エコロジー　2000年4月号

【土壌・地下水汚染で企業が負うリスク】

出典：日経ビジネス　2000 年 10 月 23 日号



※記載の社名および商品名は、各社の商標または登録商標です。

当社は 1970 年代より環境問題に取

組んでおり、21世紀を控えた現在、企

業活動とのつながりはますます強く

なっています。

そこで当社は、「環境 ISO」「自治体

環境」「地球環境」を3本柱として体系

化し、企業や行政の環境対策を支援す

るソリューションを展開しています。

(1)環境 ISO ソリューション

ここ数年の環境 ISO（ISO14001）取

得状況を見ますと、1997 年 6 月の 400

社から 2000 年8月には 4,245 社と大幅

に増えています。業種では、今まで製

造業大手が殆どでしたが、今後は中小

企業、サービス業、自治体への拡大が

見込まれます。

当社では、環境 ISO取得の経験を生

かし、認証取得を目指すお客様に対す

るコンサルティングサービスや、効率

的な環境マネジメントシステムの構

築・運用を支援するパッケージ商品を

取り揃え、総合的な環境ISOソリュー

ションとして提供いたします。

またPRTR関連業務として、国から

の委託業務により、化学物質のリスク

を管理・評価するシステムも構築して

います。

(2)自治体環境ソリューション

ダイオキシン問題や廃棄物処理場

問題など、地域の環境リスクに対する

住民の意識が高まるにつれて、地域環

境保全のリーダとしての自治体の役割

はますます重要になってきています。

当社では、環境管理計画や環境ア

セスメントのコンサルティング、環境

情報管理・廃棄物管理を支援するパッ

ケージやシステム構築など、環境保全

業務の高度化と環境行政事務の効率化

を図る総合的なサービスを提供。住

民・事業者へ環境情報をタイムリーに

提供し、安心して住める街づくりを支

援いたします。

(3)地球環境ソリューション

オゾン層破壊、地球温暖化等の地

球環境問題への対応が急務となってい

る現在、国際協力のもと、人工衛星や

地上観測ステーションからの地球環境

観測と観測データの解析・研究が進め

られています。当社でも、リモートセ

ンシング技術・解析技術を駆使し、地

球環境問題の理解と解明に貢献してい

ます。

本ソリューションでは、リモート

センシングデータを利用して地域の環

境 状 況 を 分 析 す る パ ッ ケ ー ジ

「EXPIA」を提供。災害状況、土地利用

状況の把握や、環境計画の策定に利用

することができます。また、研究機関

の独立法人化の動きに向け、研究支援

から運用サービスまで幅広く対応でき

る体制を整えています。

【当社の環境ソリューション体系】

富士通エフ・アイ・ピーが取り組む

環境ソリューション


